第16回大阪府地方独立行政法人評価委員会病院部会　議事要旨
1　日時　　平成22年10月20日（水）　午前10時から正午
2　場所　　大阪赤十字会館「302会議室」
3　出席委員　　松澤部会長、辻本委員、中島委員、槙野委員、宮嶋委員
　　　　　　　　（奥林委員、山谷委員は欠席）

4　議題
（1）地方独立行政法人大阪府立病院機構の次期中期目標及び中期計画の素案について
（2）その他

5　議事概要

Ⅰ　開会

○　部会長が議事項目の確認を行った。
Ⅱ　議事

（1）地方独立行政法人大阪府立病院機構の次期中期目標及び中期計画の素案について
○　部会長から議論のスタンスについて、次のとおり確認。
　・　全体的なところで、これまでの評価経験を踏まえ、また、府民目線で見て、わかりやすい内容になっているか、記載内容は十分か。
　・　目標設定について、評価を行うにあたり、客観的に評価ができる目標が設定されているか。また、その設定された目標の考え方が妥当か。
○　資料1「第２期中期目標（素案）の概要」、資料2「第２期中期計画（素案）の概要」、資料3「第２期中期目標・中期計画（素案）概要の対比」及び資料4「第２期中期目標（素案）・中期計画（素案）対比表」により、第2期の中期目標及び中期計画の素案の概要について、医療対策課及び法人から説明。
○　委員からの質問・意見（◆で表示）と法人からの説明（⇒で表示）があった。
◆　運営費負担金の削減は、毎年20億円ずつ、3年後には60億円削減するということか。
⇒（医療対策課）毎年、定額20億円という意味。
◆　運営費負担金の性格について、府立病院として民間病院ではやらないレベルのものに対して出すということであれば、定額で20億円を削るのは整合性が合わない。どこに負担金を出して、あとは、病院の独立採算になるのか、その中で収益を上げれば剰余金として、独自に使えるのかという点がわからない。

また、機構本部と個別病院のそれぞれの役割がちょっとわからない。機構本部が横断的に行うという気はするが。例えば、公立病院は、基本的に土曜日に外来の診察がないが、民間は、結構大きな病院でも診察をしているところがある。そういう、府民に対するサービスの向上といったとき、診療日や診療時間をどうするということをどちらで考えるのかなど。
次に、入院患者数、救急の受入れ人数や、府内でのカバー率など、個別目標について、体制の充実の裏づけが取れているのか。数字だけ挙げても、実際に体制が取れていなければ、目標だけが先行して厳しいものになるのではないか。
◆　色んな問題点を挙げていただいた。整理すると、第1期は、各病院の活動を評価する指標が主で、独立行政法人になって大阪府立病院機構としての大きな目標が明確であったのかどうか。まず、機構として、中期目標・中期計画がどうなのかというところがあり、次に各論として各病院の対応する活動となったほうが、評価する側から言うとわかりやすい。逆に、我々は1つ1つの病院の評価ではなく、病院機構の実績を評価しているので、足し算、引き算でいいのかという問題がある。前回は、不良債務の解消というのが大前提で、そのために各病院が相当努力をされて、収支を黒字にしてきたという点で、ある程度、目標がわかりやすかった。
今回は、その分が終わったので、医療機器の更新・充実を行うとする一方で、年間10数億円の黒字を出したら、20億円の運営費負担金が減ってしまう、結局どういうことになるのか非常にわかりにくい。医療機器更新という目標として、はっきりと計画を立てているのかどうか、本当にそのとおりやったかという評価ができるようになっているのか、ちょっと疑問。
◆　設備投資は非常に良いと思う。しかし、20億円の運営費負担金削減の中で、本当に施設整備がやっていけるのか、収支見通しを5年分立てているのかが、読み取れず心配。
◆　前回の部会で、あまり黒字を出すと、運営費負担金が減らされるのではないかと非常に心配していた。評価委員会では、今の時代、65億円の不良債務の解消は非常にしんどいということは、重々わかった上で評価していた。そういう中で達成しており、相当に無理もあったと思うが、運営費負担金が削減されれば、無理な医療を続けることにならないか。黒字で儲かったという形に捉えられていないか憂慮しているが、府は、どういう評価をされているのか。
その一方で、医療機器を充実と言われている。どの病院でも、毎年、更新する機械は決まっており、更新しないと医療の質が落ちる。耐用年数を迎える機械が毎年あり、その更新が医療機器の充実とすり替えにならないよう、新規にどういうものを買うのかという計画がないと評価しにくい。我々は、立てた計画のとおり進んでいるか、効率的にできているかを評価することになる。機器の更新や人材確保について、何か具体的な計画を立てられているのか。
⇒（法人）資料2の右側、②医療水準の向上の真ん中に記載されているとおり、診療機能向上のための基盤づくりに力を入れていく。その下の、施設及び機器の計画的な整備では、中期計画と併せ、高度医療機器の整備計画と、今回新たに、大規模施設の改修計画も策定しようと考えている。
⇒（医療対策課）次回に資料を示して説明するが、負担金の性格は大きく2つある。1つは運営費に関するもので、不採算医療や、本来、府が負担しなければならないものに対する負担金。もう1つは建設改良費で、機器の更新や施設整備・改修に対する負担金。後者については大阪府から長期借入をして、機構で機器改修等を行うことになっている。これを償還するときに、大阪府が負担金を出して償還する形になっており、今回の見直しは、この償還の負担割合を変えることが1つ。不採算医療も、7対1看護などの導入で、経営改善も図られている点も考慮し見直した。20億円の評価については、昨年度も28.5億円という黒字を確保し、22年度から診療報酬改定による増収も見込める中で、一定の収益を投資に回した上でも、何とか経営としてまわると、ギリギリの判断をいただいたと思う。府の厳しい財政状況を考慮していただき、協力いただいたと認識。
◆　病院機構としては、そういうことで十分やっていけると。
⇒（法人）そう考えている。今までは65億円ほどの不良債務を抱えてスタートし、単年度で13億円あまり黒字を出さなければならない部分があったが、第２期は、人や設備、医療機器に設備投資を行っても、今までのような大幅な黒字は出ないが、法人としては、何とか黒字でやっていけると考えている。
◆　大丈夫か。
⇒（医療対策課）補足すると、設備投資の原資はこの黒字分だけではなく、毎年府からの22.5億円の長期貸付金も活用して設備投資や機器更新や施設整備をやっている。この22.5億円については第2期以降もこの水準で続けていくことになっているので、これと黒字分とを合わせたものが投資の財源になると理解いただきたい。
◆　評価もそういうつもりでやらせていただく。

ただ、病院機構になって、大阪府の医療全体として何が前向きになっているのかがわからない。ここに挙げている具体的な計画は、必ずしも画期的ではない。第1期と比べると、医療機器を充実させることが今までと違うところで、あとは基本的には各病院の計画。機構になって、府民の医療のレベルアップのために、それぞれ非常に専門性のある5病院がどう連携していくのかというイメージを早く出していただきたい。
たとえば、毎回、機構の評価の中で1番しんどかったのは呼吸器・アレルギー医療センター。いつもマイナスポイントのようになって、それについてどうするかということになっていた。足し算引き算で、トータルは黒字だからⅢでいいということがいくつかあり、それが今後も続くのか。今回、たとえば、画期的に人材をつぎ込んで、呼吸器診療の大阪府のセンターにするなど何かイメージがあるのか。この呼吸器センターに関して、具体的な対策が今回計画に盛り込まれているかが、非常に興味のあるところだったが、全く今まで通りでいくのか、何か戦略的なことができているのか知りたい。
少々病院の医療制度が変わっても、大幅に収益が増えるということはないと思う。人材確保というにあたって、もう少し具体的な計画ができているのか。
⇒（医療対策課）運営費負担金については、非常に大きな議論があるところだと思うが、不採算医療と一言に言っても、当然、民間でされている医療ともかぶっているところがある。また、診療報酬等の改定によって収入も大きく変わる部分もある。したがって、20億円を削減することによって、今後5年間、今、指摘いただいているところが十分にできるかどうかは、次回以降に収支と具体的な計画内容を併せてお示しして、評価を得るに値する内容になっているかどうかを検討いただきたい。ただ、基本的にはリーズナブルに良い医療を提供するというのも我々の使命なので、140億円出しているのを20億円削るということで、やっていきたいと思っている。
◆　患者のニーズということで考慮いただきたい点をいくつか申し上げたい。確かに、高度な医療機器が整備されていることは患者や府民にとって希望が持てることで非常に大事なことだと思う。機構として最先端の医療機器を導入したというPRだけではなく、患者目線に合わせた、きめ細かい点検なども含めた改修や整備計画を、ぜひとも現場と連携を取って努力をしていただきたい。

また、第２期には、府民のニーズ、日々の不安や不満を聴くという双方向性の体制を機構全体で取組み、ぜひとも実現してほしい。
　　それから、もう1つ、今日の議論としては浮くかもしれないが、今、医師不足の対策で、国の施策で医学部の地域枠の拡大が取り組まれ、学生が非常にモチベーションで悩みを抱えており、これらへの支援も機構本部への期待ということで参考に申し上げる。
各病院がどういうことができるかという具体的に見えるソフト面の支援・サービスをより府民・市民に見える形で提示した中期計画をぜひ構成していただきたいと患者の立場から申し上げたい。
◆　5年の評価を通じて、府立大学の場合、府立大学として1つの組織を評価していくわけなので、全体像の組織運営を全部評価しやすいと思うが、病院機構の場合は、5つのコンセプトの違う病院の実績の寄せ集めで本当にいいのかということは、ずっと疑問に思ってきた。だから、逆に、その都度その病院の評価をしていくということが、この病院機構の評価ということ。しかし、結果としては、病院機構の全体としての評価を出さなければならないという、非常に矛盾の中でやってきたように思う。
ただ今までは、各論は別にして、最終結果として財務が1番大きな目標だったので、ある意味では評価しやすく、結果的には最大の目標は達成できた。だから、それぞれ病院のレベルアップなどに関しては、各病院でやっていただくことができた。今度は財政面では、運営費負担金の20億円が減っても黒字というのが評価になるという想定はあるとしても、それが最大の目標ではなく、非常に抽象的なものを評価していかなければならないということになると、各病院の1つ1つの具体的目標が達成できたかどうか、点数をつけて、それを総合的に判断するようなことでいいのかどうか。もちろん、それぞれの各論の部分は必要だと思うが、機構としての計画が達成できたかどうかというときは、全体像で何か、総論の目標がないと、また足し算みたいになるのかなと。特に呼吸器・アレルギー医療センターの計画が、アトピー・アレルギー、感染症、呼吸ケア、腫瘍の4センターの体制強化ということだけしか書かれていない。体制強化という抽象的なことで、目標が一体何なのかがわかりにくい。人材確保についても、抽象的に書かれているだけで、どこへの人材確保なのか、戦略的な計画がない形で、各病院それぞれで努力という、ずっと同じようなことの繰り返しを続けていくのでは、評価が困難。
◆　目標を議論するときに、高い目標を立てている病院と、それなりにいけそうな目標を立てている病院があり、評価するときに難しいという気がしている。

　　20億円の削減と設備等の充実との相関関係がわからないので、次回、収支を出すときは、1期の整備の程度と、2期の増分が見える形にしてほしい。
◆　その点は非常に大事な点だと思う。第1期でどれぐらい充実して、今回黒字を出すためにどれぐらい辛抱したのか。古い機械を使うことで、10数億円の黒字が毎年出たということがなかったか。機器購入を第一目標に書くなら、今までの実績とどれぐらい違う計画を立てているのかが具体的に出てこないと、評価が非常にあいまいになる。耐用年数が終わった機器の更新でなく、戦略的にしっかりと機械購入するのか。
　たとえば、呼吸器・アレルギー医療センターでは、戦略的に機器を更新するのか。医師が集まる条件の1つは最先端の医療が病院に備わっていること。呼吸器の最先端の医療ができるから呼吸器・アレルギー医療センターに医師が行きたいとなるので、そういう戦略が第2期でできているか。はっきりと具体的な戦略的なことが計画的に盛り込まれているのか。そうでないと、評価する際、漠然と足し算、最終的にお金が何億プラスになった、赤字でなかった、だけでは非常に見えない。5年間の購入計画を出していただく必要があると思うので、よろしくお願いしたい。

　　府の病院機構という1つの大きな医療を受け持つ機関として、府民がどういう医療を期待するかという点で言わせていただく。機構の病院に行けば、あらゆる疾患の医療を、他の一般の病院より高いレベルで受けられることが大事。あらゆる病気をとは書けないと思うが、少なくとも府民の死因の中でかなり重要な位置を占める病気が、中期計画などに盛り込まれているかどうか。というのは、がん、アレルギー、呼吸器、婦人科疾患、産科、精神は書かれているが、生活習慣病、循環器というカテゴリーに関してあまり目標にされていない。循環器は国民の死の3割を占めており、大阪府の寿命は各県別に見たらかなり低いところに至っている。そういうことを受け持つ新しい病院もできる中で、そういう専門家が集まってくる計画が、この中には省かれていないか。府民の循環器診療は大阪府ではどこでやるのか。せっかく5病院がある中で、抜けているところではないかと思う。大阪府には国立循環器病センターがあるが、そことの棲み分けというレベルの特化した特殊な病気ではないので、ちょっと気になるところであり、考慮いただきたい。
⇒（法人）２期では、1期の不良債務の65億円の解消という目に見える評価の対象がなくなるので、わかりにくくなるという意見がある。我々も問題意識を持っており、1期のときは具体的な目標設定をしている項目が非常に少なく、病床利用率や紹介率のみで、後は参考指標として挙げているのが多かった。今回2期にあたっては、具体的に評価していただくために、各病院で複数の数値目標を掲げている。ほかも、たとえば、教育の関係では、研修センターでの受入人数や、紹介率や逆紹介率、クリニカルパスの率、後発医薬品の採用率など、評価項目の数値目標の数を増やしている。また、病床利用率について、今回は1期の実績を踏まえ、実現可能な範囲で設定、新入院患者数も、無理のない数字を掲げている。医療機器の整備、大規模改修等については、ご意見を踏まえ、具体的に各病院で予定しているものをお示ししたい。
⇒　成人病センターは、設立当初から考えると、機能的にはシフトしてきている。今はがんセンターとしての役割が極めて大事であるとの認識が一致し、東の東京の国立がんセンター、西の府立成人病センターと位置づけている。これを進めていくときに、循環器疾患のウェイトをどのようにするかは、1つの戦略として考えなければならないところ。今、全国で500床レベルのがんセンターで循環器センターを併設しているのは1か所もなく、逆に言うと併設ではできないということ。循環器は慢性疾患から急性疾患の扱いが非常に重要視されているので、どうしても救急をやらなければいけない。成人病センターでやるのかということになると、戦略的には不可能と考えている。その分は急性期・総合医療センターが救急医療に特化しており、そこで脳卒中の集中治療室、CCUという急性期に対応できる機能が非常に充実しているので、府としては、そこに機能を付託する形で、いいのではないかと考えている。

　　もう1つは、府民の目線ということ。双方向性のディスカッションは、ご指摘のとおり、今後、市民との対話、アンケート、調査などを通じて、何を市民が求めているのかをやっていきたいと思っている。

◆　このマニフェストは、府立病院機構として、大阪府の医療を5病院を使ってどうやるのかを、前段にしっかりしてほしいというのが基本。その中で、成人病センターはがんセンターとしてやっていくなら、はっきりと。全体の大阪府の医療に関してどういうことかというのがまずあって、そしてそれぞれの病院がどういう機能を持つかをしっかり出してもらえれば評価もしやすい。
⇒　がんに比して、循環器は包括的なデータ蓄積が非常に乏しい。今後、府として施策を講じるにあたり、今は健康科学センターにそういう機能を委ねているが、それをどこで誰がどのように構築していくのかということも議論しなければいけないと思う。
⇒　いわゆる生活習慣病を府の対策としてどうするか、府立病院機構がどう関わるのかということを言われていると思う。この点に関しては、急性期・総合医療センターに、まだ活発ではないが、生活習慣病センターを立ち上げている。急性期を強調するあまり、生活習慣病に対する取り組みがあまり文言にも出てないが、実際には行っているので、対策に対応していること、充実をするということをぜひ盛り込んでいきたいと思う。
◆　ぜひそうしていただきたい。

機構の全体像、総論的な1つの基本コンセプトの提示が、呼吸器のレベルアップも含め、今後の5年間の評価の一番大きなポイントと思う。各病院が一生懸命やっているから今年の実績を得ていることは十分承知しているが、医療制度にもまれてしまっているので、制度がよくなったから少し収益が上がるというレベルでは、なかなか戦略が立てられないのではないかと思う。

⇒　府の政策として府立の5病院のあり方をどうするかは、機構が発足する前に衛生対策審議会で５、６年ほど議論され、高度専門医療を5病院で役割分担をしながら提供していくという方向性が出された。それを各病院におとしたとき、具体的にどうなるのかということから出てきている。1番わかりやすいのは、医療コンプレックスという考えで、1つの大きなエリアに、1つの医療コンプレックスとして機能し連携しているという形がわかりやすい。しかし、地域医療という部分も無視することはできず、そこに提供する場所がないならば、やらざるを得ない部分もある。ただ、基本的なコンセプトに関して言えば、衛生対策審議会の答申を踏まえて、個々の病院として、あるいは機構全体としてやっていこうということ。具体的には個々の病院がやる以外にないので、機構本部が医療の内容に関して何か一生懸命やるということはない。ただ、財務に関しては、今まで個々の病院で行っていたものを法人が一括的にやることにより、たとえば、人材を本部に引き上げ、半分近く人数を減らすことができた。本部の役割は必ずしも個別の医療という、個別の内容にはならないが、法人全体として方向性などは、当然ながら法人として示している。個々の病院は個々の病院としてどれだけ頑張るのか、本部は本部として集約など役割を行っている。人材確保という中で、看護師等の採用に関しては、法人が中心となって一生懸命やっているが、医師の確保という部分で、どこまで力が発揮できるのかは難しいところ。全国公募なども行っているが、医師同士の関係でもって医師の確保ができているのも事実なので、法人として後押しできても具体的に交渉などを一括してやるということはなかなか難しい。
◆　現実は、この5年間よく理解できた。先ほど成人病センターの方針として、あれだけ大きな規模でがんセンターに特化すると言われれば、府民も納得する。一方、呼吸器は、ニーズは非常に高く、府内で呼吸器疾患になったら非常に専門病院が少なく限られている。第2期では、すぐにできないまでも、医師が集まる条件を確保するなど、機構で戦略をもって取組みを進めることが必要。
⇒　もちろんおっしゃるとおり。具体的に、議論はしょっちゅうしている。医師の確保をはじめ、院長もずいぶんと苦労しているすが、本部としても全面的なバックアップをしながら、きちんとできるように頑張りたい。

◆　ぜひ、よろしくお願いしたい。呼吸器疾患に関しては、戦略的にやれば、できると思っているので、まずは医療機器の充実、特に最先端。今回の計画の中で、そういうところの充実から始めるのも1つだと思う。

基本的には、衛生対策審議会答申で示された府の方針に見合うような病院の方向性を示していただきたい。
（2）その他
○　次回病院部会は、12月3日（水）の午前10時から11時25分で開催予定の旨、事務局から報告。
Ⅲ　閉会
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